
  

別 紙 第 ３

人事制度及び勤務環境等に関する報告（意見）

本委員会は、高度化・複雑化する都政の諸課題や大量退職による職員構成

の変化等に対応するため、昨年の報告において、監督職制度の見直し、複線

型人事制度の構築、任期付採用制度の活用拡大等について述べた。

また、職員がモラルとモチベーションを高く保ち、能力を最大限発揮する

ことで組織の活力を高めるために、仕事と育児・介護の両立支援など勤務環

境の整備についても言及したところである。

一方で任命権者においては、本年３月、今後の組織、人事施策の基本的方

向を示す「都庁 組織・人事改革ポリシー」を策定した。その中で、「執行

体制の機能強化」、「人事施策の実効性向上」、「職員意識の変革促進」と

いう三つの改革目標を掲げ、新たな監督職としての課長代理級職の設置や、

専門性に着目した複線型の任用体系の整備を進めるとともに、課題即応・解

決型の執行体制の構築に向け、平成28年４月を目途に係制を廃止することと

した。

こうした取組が進む中、平成28年４月には、能力及び実績に基づく人事管

理の徹底と退職管理の適正の確保を目的とした地方公務員法及び地方独立行

政法人法の一部を改正する法律が施行される（以下、この法律による改正後

の地方公務員法を「改正地方公務員法」という。）。

また、本年の人事院勧告では、働き方に対するニーズの多様化等を踏まえ、

フレックスタイム制の拡充をはじめ、柔軟で多様な働き方の実現と勤務環境

の整備について言及している。

このような都の人事制度を取り巻く状況や社会の成熟に伴う環境変化に適

切に対応するため、本年の報告では、改正地方公務員法への対応や人事制度

改革の更なる推進、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組などにつ

いて言及する。



  

Ⅰ 今後の人事制度のあり方

１ 地方公務員法改正への対応

改正地方公務員法においては、能力及び実績に基づく人事管理の徹底

を図り、公務の能率的な運営を確保すること及び退職管理の適正を確保

するための措置を講ずることが求められるため、都としては、これまで

進めてきた人事制度改革の取組や実績を踏まえつつ、法改正に適切に対

応していかなければならない。

(1)  能力及び実績に基づく人事管理の徹底

今回の法改正により、地方公共団体には人事評価制度の導入が義務

付けられ、任命権者においては、標準的な職や標準職務遂行能力を設

定した上で、職務遂行に当たって各職員が発揮した能力及び業績に対

して適切な評価を実施し、その評価結果に基づく人事管理を徹底する

ことが求められる。

都においては、能力と業績に応じた公平・公正な人事管理等を行う

ため、昭和61年に全国に先駆けて人事考課制度を導入し、制度の改善

を図りながら、昇任選考や昇給、勤勉手当における成績率への反映、

配置管理や人材育成などに活用してきた。このような中、法改正に

よって人事考課制度の重要性がより明確となることから、任命権者に

おいては、評定者訓練をこれまで以上に充実することで人事考課の精

度向上を図るとともに、評定者である管理職に制度の意義や重要性を

改めて認識させ、より積極的に人材育成に活用していく必要がある。

また、転任、昇任については、法改正により、原則、任命権者が人

事評価その他の能力実証を用いて行うことが基本となる。

転任については、任命権者の権限であることが明記されたことから、

現在、本委員会が関与している転職や能力認定制度に加え、行政専門

職から一般管理職への任用のあり方等について、法改正の趣旨を踏ま

えた適切な見直しを進めていく。

一方、昇任については、能力実証を含め任命権者が実施することが

原則となるが、任命権者の意見を聴取した上で、引き続き本委員会が



  

競争試験又は選考による能力実証を行うことも可能となる。これまで

主任級職選考及び管理職選考については、職員の人事管理上の節目に

当たる職への昇任選考であり、また、各任命権者にまたがる配置管理

が行われていることから、本委員会が統一的な能力実証により人材の

選抜を行ってきた。このような経緯も踏まえ、本委員会の関与のあり

方について、任命権者とともに早急に検討を行い、適切な対応を図っ

ていく。

(2) 退職管理の適正の確保

都においては、これまでも任命権者が再就職に関する取扱いの基準

を定め、再就職の透明性と公正性を確保しつつ、退職した職員が在職

中に培った知識や経験を社会の様々な分野で適正かつ積極的に活用す

る退職管理の取組を進めてきた。

今回の法改正により、再就職の適正と公務に対する住民の信頼をよ

り一層確保するため、営利企業等に再就職した元職員による現職職員

への働きかけが規制されることとなり、本委員会では、元職員から働

きかけがあった場合の現職職員からの届出と第三者からの通報等の受

理、さらに、任命権者に対する調査要求などの監視機能を担うことと

なる。

また、改正地方公務員法では、国家公務員法の退職管理に関する規

定の趣旨を踏まえ、各地方公共団体の実情に応じて、求職活動規制等

を行うなど、退職管理の適正を確保するための措置を講ずることを求

めている。

退職職員が培ってきた知識や経験を、社会からの要請等に応えて再

就職という形態で活用していくことは、行政のみでは解決困難な都政

課題の克服や施策の推進など都政の円滑な運営にも資するものである。

このため、任命権者においても法改正の趣旨に鑑み、退職管理の透明

性・公正性をより一層高め、公務への信頼を確保しながら取組を進め

ていくことが重要である。



  

２ 人事制度改革の更なる推進

   団塊の世代を中心とした職員の大量退職等により職員構成が変化する

中で、多様化する行政ニーズに適時適切に対応するには、都政を担うべ

き有為な人材を確実に確保するとともに、これまで長年にわたり培われ

てきた知識やスキル、ノウハウ等の確実な継承を図りながら、職員一人

ひとりの能力を更に高めることが重要である。こうした取組を進めるに

当たっては、人事環境の変化に即して、人材確保と能力向上の両面から

人事制度改革を不断に進めていくことが必要である。

(1) 人材確保に向けた取組

   （厳しい採用環境への対応）

   少子化に伴い労働市場が縮小傾向にある中で、景気回復の気運の高

まりにより、民間企業等では採用活動が活発化するなど、都の職員採

用を巡る環境は厳しい状況に置かれている。また、今年度は、政府に

よる大学生等の就職・採用活動時期の後ろ倒しの要請を受け、都にお

いても採用試験日程の見直しを行うなど、国・民間企業等を含めた採

用環境は大きく変化している。

こうした中、都の今年度の採用試験においては、技術系職員を中心

とした説明会やウェブセミナーの開催、大学訪問、女性受験者向け

リーフレットの作成等、様々なＰＲ活動の結果、一定数の受験者を確

保することができた。しかし、日本経済団体連合会は今年度の就職・

採用活動時期の後ろ倒しについて検証し、必要な見直しを行う可能性

があることを示唆するなど、来年度の採用環境も予断を許さない状況

にある。そうした中にあっても、将来の都政を担う人材を確実に確保

していくためには、国や民間企業等の動向を注視しつつ、状況に即し

たより効果的な採用活動を展開していく必要がある。本委員会は、採

用ＰＲについて、手法やその効果を常に検証し、改善していくことで、

更に幅広い層に首都東京で働く魅力を伝え、より多くの受験者を確保

していく。   

また、行政ニーズの多様化等に伴い職員に求められる資質が変化し

ていくことを踏まえ、事務職や技術系職種はもちろん、福祉や医療系



  

職種等も含めた多様な人材を確実に確保していかなければならない。

そのためには、それぞれの業務に求められる知識や能力、経験等を整

理し、それらを有する人材が採用市場のどこに存在しているのかを的

確に把握した上で、獲得に向けた適切な能力実証を行うことが重要で

あり、採用ＰＲとともに採用環境に即した採用制度を検討していくこ

とも不可欠である。

（採用等における障害者に対する合理的配慮）

    平成28年４月に障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正す

る法律が施行され、職員の募集、採用及び配置等に当たり、障害者と

障害者でない者との均等な機会の確保や、障害者の有する能力発揮の

支障となっている事情を改善するために必要な合理的配慮が求められ

る。都の採用試験等においては、これまでも均等な機会の確保の観点

から、点字や拡大文字による受験を可能とするなどの配慮を行ってき

たところであるが、法改正の趣旨を踏まえて、今後、より適切な対応

を検討していく。

(2) 人材の活用と育成

  高度化・複雑化する都政課題に的確に対応し、その解決を図ってい

くには、組織全体の課題対応力を一層強化することが必要であり、あ

わせて職員を柔軟に編制できる組織体制の確立のみならず、個々の職

員が職務遂行に欠かせない知識やスキル、ノウハウ等を着実に継承し、

専門性を高めていくことが不可欠である。また、これらの取組に加え、

年齢や性別、任用形態を問わず、職務内容に応じて様々な人材を適時

適切に活用していくことも重要である。

   （職員の専門性の育成）

    職員の専門性を高めていくためには、都の行政分野ごとに求められ

る専門性を体系的に整理した上で、職員の適性も踏まえつつ、長期的

なキャリア形成の観点から、職員の強みを伸ばし専門性を育成する計

画的な配置や昇任が必要である。



  

    任命権者は、「都庁 組織・人事改革ポリシー」で述べているとお

り、今年度から、監督職である課長代理級職への専門区分の設置や統

括課長代理認定制度への政策区分の設置など、専門性に着目した複線

型人事制度の構築を進めているところである。今後、任命権者におい

ては、都に求められる専門性についての整理を更に進めるとともに、

専門性に基づく体系的かつ計画的な配置管理や人材育成を進めるなど、

複線型人事制度を更に推進していくことが必要である。

   （多様な人材活用）

少子化の進行に伴う労働力人口の減少等により、今後、新規学卒者

を中心とした採用に頼るだけでは十分な人材を確保することは困難に

なることが想定される。そうした中、多様化する都政課題に的確に対

応していくためには、職員の専門性の育成に加え、多様なマンパワー

を結集していくことも必要である。

そのためには、任命権者は、行政ニーズに合わせ、職務に応じた知

識、経験等を持つ任期付職員や一般職非常勤職員等の様々な任用形態

の職員について、その職責等を踏まえ適時適切に活用することが重要

である。

   （高齢職員の活用）

    経験豊かなベテラン職員は、都政の課題に的確に対応していくため

の重要な戦力であり、積極的に活用を図っていくことが不可欠である。

都は、定年退職後の雇用について、既にフルタイム勤務を基本とした

再任用を中心としているところであるが、今後も引き続き、定年退職

前と同様の本格的な職務への任用を進め、定年前に培った知識や経験

を十分に活用することが重要である。

    なお、国においては、国家公務員法等の一部を改正する法律の附則

において、公的年金の支給開始年齢が62歳に引き上げられる平成28

年度までに、雇用と年金の接続のための措置を講ずることについて

検討するものとされていることから、引き続き、その動向を注視し

ていく。



  

Ⅱ 職員の勤務環境の整備

我が国では、近年、人々の価値観やライフスタイルの多様化とともに、

ワーク・ライフ・バランスについての認識が高まっており、民間企業にお

いては、業務効率の向上や優秀な人材の確保など経営戦略の視点からも働

き方を見直す取組が進められている。

都においても、高度化・複雑化する都政課題に的確に対応していくため

には、業務効率の一層の向上が求められていることから、柔軟で多様な働

き方を可能とすることなどにより、職員の意欲を高め能力を更に発揮でき

る勤務環境を整えることが必要である。こうした環境整備を進めることは、

ワーク・ライフ・バランスの実現につながるものであり、有為な人材の確

保や女性職員の活躍推進にも資する重要な取組である。

なお、働き方の見直しを進めるに当たり、都民サービスの低下は許され

ないことは言うまでもなく、休暇・職免制度等については、引き続き都民

の理解が得られるよう努めていくことが必要である。

１ ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組

任命権者においては、これまで仕事と育児の両立支援のための様々な

取組を実施してきたが、これらの取組を更に進めるため、本年３月、

「東京都職員ワーク・ライフ・バランス推進プラン」を策定し、出産や

育児、介護といったライフイベントに応じた職員のキャリア形成支援を

主軸に据えた都独自の視点による取組を進めることとしている。

一方で国は、本年、朝型勤務を推奨する「ゆう活」に取り組み、また、

人事院の勧告においては、フレックスタイム制の拡充について勧告する

ことと併せ、テレワークの推進等にも言及している。

都においても、今夏、本庁勤務職員を対象に、育児や介護を行う職員

だけでなく全ての職員のワーク・ライフ・バランスを推進する観点から

「夏の朝型勤務」を試行的に実施したところである。職員に柔軟で多様

な働き方の選択肢を用意することは、有為な人材確保にも有用であるこ

とから、任命権者においては、朝型勤務の試行結果の分析、検証を進め

るとともに、国等の動向を注視しながら、柔軟で多様な働き方を可能と



  

する更なる取組を検討していくことが必要である。

検討を進めるに当たっては、都においては窓口業務や都民の個人情報

等を取り扱う部署も多く存在するなど、国とは状況が異なることを踏ま

え、まずは、どのような職場で、どのような取組が可能なのかを検証し、

都の職場実態に応じた具体的な取組を検討していくことが肝要である。

さらに、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けては、制度面の取組

だけでなく、意識啓発の研修実施や先駆的な事例の紹介などの取組も併

せて進めていくことが必要である。

２ 超過勤務の縮減

超過勤務の縮減は、職員の健康保持や労働意欲の維持に加え、ワー

ク・ライフ・バランスを推進する観点からも、重要な課題である。

任命権者はこれまで、超過勤務の縮減に向け、定時退庁日の設定や超

過勤務縮減の意識啓発などの取組を進めてきた。今後は、これまでの取

組を継続しつつ、平成28年４月に実施する係制の廃止など業務執行体制

の見直しを契機として、超過勤務の縮減に向けた取組を一層進める必要

がある。

このため、管理職は課内業務の効率化に向けて、職員の業務執行の状

況等を的確に把握し、課内業務の平準化等を図るとともに、職員自身も

効率的な業務遂行を意識するなど、職場全体で働き方を見直すことが必

要である。

３ 職員の健康保持等の推進

（メンタルヘルス対策）

心の健康は、職員が能力を最大限に発揮し、効率的に業務を行うため

に不可欠なものであるが、本年、本委員会が実施した労働基準監督業務

の調査では、精神疾患関連による長期療養者数は依然として高い水準に

あるという結果であった。

また、本年12月には、ストレスチェック制度の創設等を内容とする労

働安全衛生法の一部を改正する法律が施行されることから、任命権者は、

新たなメンタルヘルス対策の適切な導入及び運用など、職員の健康管理



  

に留意したより働きやすい職場づくりが求められる。

これらの状況を踏まえ、任命権者は、法改正に適切に対応しつつ、引

き続き、一次予防（教育、啓発、職場環境改善）、二次予防（相談体制

の整備、早期発見及び対応）、三次予防（職場復帰の援助、再発予防）

を総合的に進め、職員のメンタルヘルス対策を推進しなければならない。

（ハラスメント対策）

職場におけるハラスメントは、職員の能力発揮を妨げ、職場の正常な

業務運営の障害になるばかりか、職員の仕事への意欲や自信を減退させ、

精神的な疾患にもつながりかねない重大な問題である。このため、職員

一人ひとりがハラスメントによる影響を十分に認識するとともに、職場

全体でハラスメントの防止に取り組まなければならない。

セクシュアル・ハラスメントについては、任命権者における研修の実

施など、その防止に向けた意識啓発を行っているものの、依然として問

題となる事例が後を絶たない。今後も、職員の意識改革の取組を継続し

ていくとともに、職員への相談窓口の周知や相談員の能力向上のための

取組など相談体制の充実を図ることも必要である。

また、パワー・ハラスメント（以下「パワハラ」という。）について

は、任命権者において、職員が留意すべき事項の周知や説明会の実施な

ど職場のパワハラに対する注意喚起と防止に向けた意識啓発等を進めて

いる。本年７月には、パワハラに関する相談窓口を各局に設置したとこ

ろであり、今後は、相談状況等の把握を進めるとともに、職員の意識を

高め、予防や解決に向けた取組を行うなど、引き続き、パワハラのない

職場環境づくりを進めることが必要である。



  

Ⅲ 女性の活躍推進

高度化・複雑化する都政課題に的確に対応していくためには、都庁の全

ての分野で、意欲と能力のある職員が男女を問わず一層活躍できる組織と

していくことが必要である。

都においては、従来から能力・業績主義が徹底され、男女の別なく、採

用や昇任の機会が与えられてきており、管理職に占める女性職員の割合は、

他道府県と比較して高い状況にある。

このような中、本年８月には女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律が新たに制定され、各地方公共団体には平成28年４月までに女性職

員の活躍推進に向けた行動計画を策定することが義務付けられるなど、更

なる取組が求められる状況にある。

こうしたことから、女性の活躍推進に向け、引き続き昇任試験等の受験

促進やライフイベントを踏まえたキャリア形成支援等に取り組むことに併

せ、女性のみならず職場全体で働き方の見直しを進めていくことなど、

ワーク・ライフ・バランスの一層の推進が不可欠である。

これらの複合的な取組を通じて、管理監督職等への女性職員の登用を更

に推進するとともに、中長期的には、より上位の役職における女性職員の

登用拡大も望まれる。

Ⅳ 公務員倫理の徹底

本委員会は、これまでも全体の奉仕者としての高い倫理感の醸成や、非

違行為等の再発防止に向けた組織的な取組の重要性について言及してきた。

しかし、多くの職員が都民の信頼に応えるべく日々全力で職務に精励し

ている中で、一部の職員による不適切な行為が依然として後を絶たない状

況にある。こうした職員の非違行為等は、当該職員に対する非難のみなら

ず、都政に対する都民の信頼を著しく損ない、公務の遂行に多大な悪影響

を及ぼすものであり、誠に遺憾である。

非違行為等の根絶には、職員一人ひとりが全体の奉仕者という公務員の

原点に立ち返り、服務規律を遵守するとともに、自己の職責を全うし、高



  

い使命感と倫理観を持って職務を遂行していくことが不可欠である。とり

わけ管理職は、絶えず職場の規律を注意深く点検し、非違行為等を断固と

して発生させないという重要な責務を担うとともに、職員の模範となるよ

う自らを厳しく律することを心掛けなければならない。

本委員会は、全ての職員が、地方公務員法に定められた法令遵守義務を

改めて銘記するとともに、都民から課せられた責務の重さを認識し、都民

の信頼を決して裏切ることのない高い倫理観を持って職務を遂行すること

を強く求める。

Ⅴ 結び

少子高齢化の進行やグローバル化など、社会経済環境が大きく変化する

中で、行政ニーズがますます多様化することに伴い、職員に求められる能

力や資質は変化してきている。こうした中にあって、少数精鋭体制の下で

都政課題に的確に対応していくためには、職員の能力を最大限活用し、組

織力の向上を図っていかなければならない。

そのためには、次代の都政を担うべき人材を適切に確保・育成していく

ことはもとより、今後の職員構成の変化など将来の状況も見据えながら、

任用制度と給与制度を一体的に構築していく必要がある。加えて、職員の

パフォーマンスをより一層引き出すための勤務環境の整備を進めるなど、

人事施策を総合的に展開していくことが重要である。

また、職員一人ひとりも、首都東京を支える公務員であることを常に意

識し、高い志と責任感を持ち、都民サービスの更なる向上のため、自らの

職責を十分に果たしていくことが求められる。

本委員会は、中立的な第三者機関として、引き続き、人事制度や勤務環

境等を調査、研究し、あるべき人事行政の実現に向け、その役割を着実に

果たしていく。


